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プ次期大統領が 2016 年 11 月 21 日にビデオ・レターの中で示した、就任
初日に環太平洋連携協定（Trans-Pacific Partnership、以下 TPP という）




































最高裁判例であるホーン対農務省（Horne v. Department of Agriculture）
判決12 を手がかりにして考えてみることにしたい。ホーン判決は、ニュー
ディール期の代表的な立法である農業調整法（Agricultural Adjustment 
Act, 以下 AAA という）に対する違憲判決を受けて、1937 年に制定され
た法律によって定められた農業規制を違憲とするものである。その判決
は、これまでアメリカの農業を規制してきた法制度を歴史的に検証する上













年の土地条令（Land Ordinance of 1785）13 と 1862 年のホームステッド法


















において農場数が 204 万から 630 万へと 3 倍以上増加し、農場面積も 4 億








































　もちろん、この間に連邦政府は 1923 年の農業信用法 （Agricultural
Credits Act of 1923）24 や1929 年の農業マーケティング法（Agricultural 


























格が暴落した」ためであり、「1929 年を 100 とした農産物卸売価格指数は
1930 年 85、1931 年 62、1932 年には 46 まで落ち込んだ。1 農場当たりの






され、AAA すなわち 1933 年農業調整法29 という形で成立することになっ
た。この AAA によって、連邦政府は農業政策に本格的に関与することに
なった。その意味で、AAA は、初めての連邦の農業法（farm law）30 と
いうことができた。
② AAA による規制
　AAA は、1933 年 5 月 12 日にルーズヴェルト大統領の署名を得て成
立した。その内容は、以下のようなものであった。第 1 に、全体の構
44
成 は、 第 1 編 農 業 調 整（Agricultural Adjustment）、 第 2 編 農 業 信 用
（Agricultural Credits）、第 3 編融資（Financing）の 3 つの編から成って















することになった。たとえば、1935 年の農家の所得は 1932 年の所得の 1.5
倍に拡大した。しかし、この AAA についてはよく知られているように、
















Conservation and Domestic Allotment Act of 1936）であった。同法では、
バトラー判決によって違憲とされた加工税に代えて、支払財源として一般
歳出予算が用いられた。さらに、1938 年には土壌保全及び国内割当法に
代えて、現在のアメリカ農業に関する基本的な法律34 とされる 1938 年農
業調整法（Agricultural Adjustment Act of 1938）が恒久法として制定さ
れた。
③ 1938 年農業調整法とその目的




























































































1937 年農業マーケティング協定法（Agricultural Marketing Agreement 
Act of 1937、以下 AMAA という）38 に設けられた規制の合憲性にかかわ
る事件である。そこで、ホーン事件の事実関係を説明する前に、AMAA
について、その内容を瞥見しておく。
　AMAA は、1936 年の AAA 違憲判決を受けて、連邦議会が制定した











































　ホーン事件は、すでに述べたように、1937 年の AMAA による規制の
合憲性にかかわる事件である。事件の事実関係は、以下のようなものであ
る。




























































員会（Nollan v California Coastal Commission）判決54 及びドラン対ティ
ガード市（Dolan v City of Tigard）判決55 で示された「結合と粗い均衡






















































































































































































側は、「TPP 加盟 20 国の関税撤廃で日本の輸出競争力が増し、 国内では
関税の撤廃で輸入品が安くなるといった貿易の利益だけでなく、投資や金
融サービス等のルール整備のメリットを強調する」のに対し、反対する勢


















































が国政府は「農林水産物・食品の輸出額を 2020 年までに 1 兆円へ拡大」
するという目標を掲げており75、その目標達成は前倒しで達成される可能
性があるとされる。しかし、期待される輸出の内容を見ると、１兆円の内
容は加工食品 5,000 億円、水産物 3,500 億円、コメ・コメ加工品 600 億円、
林産物 250 億円、青果物 250 億円、牛肉 250 億円、花き 150 億円、茶 150
億円であり、その輸出額でわが国の農業の将来に期待を持たせるのは難し
いと思われる。また、その額で 2013 年 3 月の政府統一見解76 で示された
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